




























































































































































年 に 生 ま れ た。2007年 に 初 の 労 災 認 定、
2011年には厚労省に「職場のいじめ・嫌が
らせに関する円卓会議」とワーキング・グルー
プが発足し、2012年に厚労省がパワハラの
定義を発表した。その後、2017年に厚労省
「職場のパワーハラスメント防止対策につい
ての検討会」設置、2018年厚労省労働政策
審議会建議を経て、2019年「女性の職業生
活における活躍の推進に関する法律等の一部
を改正する法律」制定により、改正労働施策
総合推進法において「パワハラ」の定義と事
業主の防止対策義務が定められた（いわゆる
「パワハラ防止法」2020年4月から施行）。
　同法によれば、職場におけるパワハラの定
義は、「職場において行われる優越的な関係
を背景とした言動であって、業務上必要かつ
相当な範囲を超えたものにより、その雇用す
る労働者の就業環境が害されること」である。
「優越的な関係」とは、上司から部下に対す
るもののみならず、先輩・後輩間や同僚間、
数の力といった人間関係上の優位性を含む概
念である。「業務上必要かつ相当な範囲を超
えた」とは、身体的・精神的攻撃、人間関係
からの切り離し、過大・過少な要求、個の侵
害を指す。こうしたパワハラに対して事業主
には、労働者からの相談に応じ、適切に対応
するために必要な体制の整備等が義務づけら
れている。また、相談をした労働者や事実確
認に協力した他の労働者への解雇その他不利
益取扱いを事業主に禁止する規定がある。
次に、パワハラの実態調査の結果について
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報告された。概略は以下の通りである。
①従業員の32.5％が過去3年間にパワハラ
を受けたと回答
②男女で受けているパワハラの内容に違い
がある。男性は仕事に関連する嫌がらせ・暴
行（「過大な要求」「過少な要求」「暴行・傷害」）
が多く、女性は、「人間関係からの切り離し」
「個の侵害」が多い。
③パワハラの行為者は、上司（75％）、同
僚（40.6％）、部下（9.4％）。
④雇用形態、世帯収入、主観的社会階層と
の関連性があり、特に中卒、世帯収入250万
円未満、派遣社員等の弱い立場の労働者がハ
ラスメントを受けやすい。
その他、パワハラの健康に対する影響、職場
においてパワハラがあることで職場環境が悪
化すること、直接の被害を受けていなくとも
メンタルヘルス不調となるリスクがあること、
それによる会社組織全体への経済的損失を含
めた負の影響が生じるとする分析結果が報告
された。
　さらに、部下がパワハラを受けていると感
じる上司のリーダーシップスタイルには、指
示に従わせようとする「専制型」とリーダー
シップの無い「放任型」があり、特に「放任
型」の上司は、部下が「自分に関心がない」「自
分は必要とされていない」と感じ、そのこと
をパワハラと感じるとの説明があった。調査
結果から、最もパワハラが発生しにくい上司
のリーダーシップスタイルは「配慮尊重型」
とのことであった。
　最後に、職場でハラスメントに遭遇した際
の対応策として、①自分自身はハラスメント
に加担しないこと、②ハラスメントが疑われ
る場面に遭遇したら場の雰囲気を変えるため
に話題を変えるなど「スイッチャー」の役割
をすること、③ハラスメントの被害を受けた
人に一言声掛けをし、皆が敵なわけではない
ことを伝え「シェルター（避難所）」の役割
を果たすこと、の３点について説明された。
また、他者を尊重し、職場の礼儀正しさを高
める方法として、誰に対しても「さん付けで
呼ぶ」「敬語を使う」ことが推奨された。
　主に行動科学的視点からパワハラの発生要
因、パワハラが労働者に与える影響、そして、
今後パワハラ防止のためにいかに行動すべき
かについて多くの示唆を得た。日頃接するこ
とがない情報が多く、興味深い講演であった。
特に、「放任型」の上司の言動が部下にとっ
ては「パワハラ」と感じるという点には驚い
た。今の部下世代に上司世代が「私たちが若
かった頃は出世のために寝ずに働いたものだ」
という発想で対応していることがパワハラを
生み出していると考えていたので、自らの認
識を変える必要があると感じた。
【おわりに】
　平日の昼間の時間帯にもかかわらず多くの
市民の方々が参加されており、テーマに関す
る社会の関心の高さが窺われた。本学学生の
参加者も多く、これから社会に出ていく学生
たちにとっても今回のテーマは興味深いもの
であったと同時に、社会人としていかにある
べきかを考えさせられる良い機会になったの
ではないだろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　以上
